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１． １ 従来からの開発設計プロセスとその課題 
 















1) 外乱による影響  温湿度等の環境変動，複写機やプリンターにおける用紙の品    
種のようなユーザー使用条件の違い 
2) 内乱による影響  構成する部材，部品の劣化 
























































































































2-2)  トータルシステムのチューニング 





１． ３ フロントローディング型の製品化プロセスを実現するための課題  
 









ッグサイクルである．このデバックサイクルを本来の PDCA(Plan Do Check Action)に




図 1.3 フロントローディング型の製品化プロセスとその課題 






























































図 1.4 狩野モデルの３つの品質 
 





































































１．４ 製品化プロセスにおける有効な手法，技法と本研究の位置づけ及び目的  
 















MT(Mahalanobis Taguchi)法や特性の変化を高精度に予測する T 法やその改良手法が
提案されている［10,11］．特に MT 法は AI 手法の一種として幅広く製造工程に導入さ
れるようになってきた［12］．IT 技術の進歩によってビッグデータの解析が容易となり，
















































































図 1.5 製品化プロセスと有効な手法・技法 
 
 
１．５ 論文の構成   
 本論文は，本研究の位置づけを述べた本章（第１章）を含めた８つの章から構成され
ている．各章の関連図を図 1.6 に示す．２章で従来の品質工学の課題を述べ，３章でそ
の課題を解決する技法 CS-T 法と CS-T 法を活用した技術開発プロセスを説明する．４
～６章は CS-T 法の応用技法の説明である．ここで４章の CS-TG 法と５章の AI-
























市場 Voice of Customer
既存技術新規技術
設計以降に品質リスクを持ち込まない









第４章では，CS-T 法を改良した技法として，CS-TG 法(CS-T with Graphical 
Modeling)を提案する．CS-TG 法によって，制御因子を含む複数階層からなる因果構造
を用いて改善メカニズムを記述することが可能となり，システムの構造や制御因子の考
案がさらに効率化することを事例によって検証する．   
 
第５章では，AI による自動最適化ツールと CS-T 法を連携した技法(AI-Tandem CS-








ジメント技法(Quality Engineering-Based Management :QEM)を提案する．QEM 技
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図 2.3 技術開発の全体像 
 















𝜂 = 10log (
有効成分
有害成分































































AAAA    









図 2.4 動特性のイメージ 
 
 



























































以上述べたように，図 2.3 の①と②で示される技術開発活動の目的は，図 2.3 の 3 つ
のパートの因果関係， 























図 2.6 目的機能から基本機能への変換プロセス 
 















































































パラメータ設計（図 2.3 の③）の代わりに，基本機能の計測特性 を用いたロバストパ
ラメータ設計（図 2.3 の⑤）を実施することが可能となる． 
注）図 2.6 では(a)(b)(c)の係数𝛽を共通としたが，実際にはこの 3 つの値は異なる． 
 
 
図 2.8 基本機能の計測 
 







体を利用して SN 比を計算する方法もある［21］．あるいは，図 2.6(c)の入出力関係を






























































方法が CS-T 法及びその応用技法である．CS-T 法及びその応用技法によって，システ
ムや制御因子を考案する効率性と的確性の両立が可能になること，また同時に基本機能






















多くの企業で交換結合多層膜によるオーバーライト MO 媒体（以下 LIMDOW-MO と
呼ぶ）の研究開発が活発化した．このような状況の中で，1991 年に品質工学を活用し
た LIMDOW-MO 開発のプロジェクトがスタートした． 
   LIMDOW：Light Intensity Modulation Direct Over Write 
 
図 2.9.  LIMDOW-MO 媒体の構造比較 
 
1991 年当時に研究開発の対象としていた媒体構造（磁性２層方式）と 1993 年に開

























 図 2.9 の 7 層方式によって品質と性能を確保するまでの技術開発過程において構造
の異なる複数の LIMDOW-MO 媒体を開発対象システムとして選択・考案し，各システ
ムに対してロバストパラメータ設計と機能性評価を実施した．（図2.2の開発プロセス）
その中で４層方式をシステム選択の対象とした事例を取り上げる．図 2.10 に 4 層方式
の LIMDOW-MO の媒体構造を示す．7 層方式の媒体から第 2 メモリ層とスイッチ層，
初期化層を除いた構造である． 
 
図 2.10  4 層方式の LIMDOW-MO 媒体構造 
 











図 2.11 の入出力関係𝑦 = 𝛽𝑀が誤差因子の存在下でも乱れないことが理想である．
LIMDOW-MO も含めて光ディスクや磁気ディスクへのマーク形成は，数十から数百
nmの領域における n秒オーダーの過渡的な現象なのでリアルタイムでのセンシングは







図 2.11 光ディスクの目的機能 
 















表 2.1 信号因子の水準 
 信号因子 M 
M1 M2 M3 























表 2.2 誤差因子とその水準 
誤差因子 水準 
第１水準 第２水準 第３水準 
 
環境・劣化関連 
N 連続記録 あり あり なし 
O 記録磁界(Oe) 200 300 400 
P レーザーパワー -10% 中心 +10% 
 
製造ばらつき関連 
Q メモリ層組成(at%) -1.5 ― +1.5 
R 記録層組成(at%) -1.5 ― +1.5 
S 全層膜厚 -10% ― +10% 
 
直交表Ｌ9と直交表 L4を直積配置にした機能性評価の計画を表 2.3 に示す．信号因子







本事例では 36 条件毎に計測した標準偏差𝜎から新たな誤差因子 T を以下のように定義
し，表 2.3 の機能性評価の結果から得られる 9×4×2=72 個の計測特性𝑦  𝑘からゼロ点
比例の SN 比を計算した［1］．SN 比の計算方法の詳細は Appendix-1 に示した． 
 

















表 2.3 機能性評価の計画 
    S  
L4     R 
    Q 
     1 2 3 4 


















図 2.10 の４層方式の LIMDOW-MO の各層から材料組成，膜厚，成膜プロセス条件
等の制御因子を選択し，直交表 L18 に割り付けてロバストパラメータ設計を実施した．
ロバストパラメータ設計の外側に大規模な機能性評価を計画するケースは少ないが，本
事例では制御因子を割り付けた直交表 L18 の 18 行と，確認実験 2 回を合わせた 20 回




については技術的にも納得できるシンプルな傾向だが，SN 比については制御因子 D が
連続量にも関わらず V 型傾向を示しており，交互作用の影響があると判断できる．D 以
外の制御因子については技術的な解釈が可能な傾向を示している．SN 比をできるだけ
高く維持しながら，記録レーザーパワーをチューニングする方法は，A から F までの制
御因子の水準を SN 比優先で設定し，制御因子 G で記録レーザーパワーをチューニン













  最適条件：A2B2C3D2E2F3G1H2 
    比較条件：A1B2C1D2E2F2G2H2 
記録レーザーパワーをできるだけ低く設定することが設計指針であるが，ここでは SN
比への交互作用の影響度を判断することを目的として最適条件と比較条件を設定した．
確認実験結果を表 2.4 に示す．制御因子 D の V 型傾向からも予想されたように，利得
のずれが 40％程度あり，交互作用の影響を受けていることがわかる． 
 
交互作用の原因としては，表 2.3 の 36 条件の中に，マーク記録ができない（機能し
ない）ケースが複数存在していたことが上げられる．それらの条件については， 𝑦  1 =







表 2.4 確認実験の結果 
 推定値 確認値 
比較条件 -41.67 -44.67 
最適条件 -31.61 -29.90 
利得 10.06 14.21 
 
最適条件での SN 比をベンチマークと比較した結果を図 2.13 に示す．図 2.13 は，わ














図 2.13 最適条件でのベンチマークとの比較 
 
２．３．３ メカニズム分析パートの結果 



































れた因果関係のイメージを図 2.14 に示す．各現象説明因子は以下である． 
   1：記録層のキュリー温度 
     2：記録層の初期化磁界（反転磁界） 
   3：記録層の磁化 Ms（反磁界） 
   4：記録層の磁気的エネルギー MsHc 
図 2.12 の要因効果図での制御因子 H と記録レーザーパワーの関係はシンプルである．
キュリー温度 1を下げれば記録温度が低下し，記録レーザーパワーを低く設定できる．
（図 2.14 の上の一番左）キュリー温度 1を下げるには組成αを増やせばよい．（図 2.14
の下の一番左）よって， 
【1】組成αを増やす ⇒ キュリー温度 1が下がる ⇒ 記録レーザーパワーが低くなる  
という因果関係となる． 
 
 図 2.12 の制御因子 H の SN 比の山型傾向は複数の現象が関与したバランス問題なの
でシンプルではない．最初に H3 から H2 にかけての SN 比の改善傾向を説明する．こ
れは組成αを少なくすることで，反磁界 3が低減し，さらに磁気的エネルギー 4が上昇
するという２つの効果によって，記録に伴うマーク長さのばらつきが低減し，SN 比が
改善するという現象で説明できる．（図 2.14 の上の右側２つ）よって，因果関係は， 
【2】組成αを減らす ⇒ 反磁界 3が低減する．同時に磁気的エネルギー 4が上昇する 






支配的になったことが H2 から H1 の水準にかけての SN 比の低下傾向として現れてい
る．（図 2.12 の制御因子 H）よって因果関係は， 
【3】組成αを減らす ⇒ 初期化に必要な磁界 2が上昇する（磁界マージンが狭くなる） 
⇒SN 比が悪化する 
となる．これをポジティブな改善効果の表現に変換すると， 
【3】組成αを増やす ⇒ 必要な磁界 2が低下する(磁界マージンが広くなる) 
⇒SN 比が改善する 
























る．CS-T 法によって，これらの問題が解決できることを 3 章以降で説明する． 
 
 
   図 2.14 制御因子 H に関するメカニズム分析結果 
制御因子と現象説明因子の因果関係
   
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３． １ CS-T 法の目的と実験計画［1］ 
 




































図 3.1 CS-T 法の目的 
 
 
図 3.2 CS-T 法の実験計画 
 
 
３．２ 用紙折り機構開発への活用  
 









































 計測特性𝑦は図 3.3 に示したように，用紙端部から折れた位置までの距離とした．実
験計画を図 3.4 に示す．誤差因子は N（カール），O（摩擦係数），P（クラーク剛度）の
３つを取り上げて直交表 L4 に割り付けた．直交表 L4 から得られる４つのデータ
𝑦 1 𝑦 2 𝑦 3 𝑦 4から分散𝑉𝑦を計算し，これを目的特性とした．ここで添え字の𝑖は制御因






図 3.3 小型折り機構の開発における計測特性 
 
 

































その中の一つが T 法であり，さらに T 法にも複数の手法がある．CS-T 法の T 法パート







まる．これが CS-T 法において Ta 法を利用する理由である．CS-T 法で Ta 法を利用す
る目的は推定精度の向上ではなく，現象説明率の実施行依存の傾向の再現性を確保し，
実験打ち切り判断にばらつきを生じさせないためである．CS-T 法の解析方法の詳細は
Appendix-2 に示した．ここでは Ta 法の解析から得られた目的特性である分散の推定
値?̂?𝑦の全変動𝑆𝑇を比例項変動𝑆𝛽と誤差変動𝑆𝑒に分解し，相関係数の２乗， 
 









         (3.2) 
𝐿 = ∑ ?̂?𝑦 𝑉𝑦 
5
𝐼=1
            (3.3) 




              (3.4) 
𝑆𝛽 = 𝐿
2 𝑟⁄           (3.5) 

















ある［10］．(3.1)式の現象説明率と(3.7)式の総合推定 SN 比を分けるのも CS-T 法の特
長である．本事例の場合であれば 48 個の総合推定 SN 比から各現象説明因子の水準平
均値を算出し，その水準差ΔSN 比を算出する．あるいは，48 個の総合推定 SN 比を使
って分散分析を実施し，各現象説明因子の寄与率𝜌𝑋を算出する．この寄与率𝜌𝑋あるいは
ΔSN 比も直交表実験の打ち切り判断の指標として利用する［11］．図 3.5 に CS-T 法の




図 3.5 CS-T 法の解析手順 
 
３．２．２ 実験結果  
 本事例を使って CS-T 法の解析方法の詳細を説明する．直交表 L36の実験をランダム
な順番で実施し，３行分が完了した後から Ta 法解析を実施し，現象説明率を算出する．
また直交表 L48を使った項目選択を実施し，各現象説明因子の寄与率も算出する．図 3.6
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図 3.6 の高い現象説明率の再現性と，図 3.7 の寄与率の再現性から，折れ位置までの距
離の分散を改善する現象説明因子は 14と 28の２つであると判断できる．なお図 3.6 と
図 3.7 の傾向は実施行の順番を入れ替えても再現する． 
 
 
図 3.6  現象説明率𝑅2の実施行数依存 
 
























の計算値）と，Ta 法解析で得られた推定値の散布図を図 3.8，直交表 L48を使った項目
選択の要因効果図を図 3.9 に各々示す．図 3.8 の現象説明率は 94.6％であり十分な推定







図 3.8 分散の真値𝑉𝑦と T 法による推定値?̂?𝑦の散布図 
 
 
図 3.9 直交表 L48による項目選択の要因効果図 
 
次に，目的特性に寄与する現象説明因子が存在しない場合には説明率が実施行に依存






























































































































図 3.10 現象説明率の実施行依存（図 3.9 にてΔSN 比がマイナスの項目のみを用いた） 
 












































ことを確認して開発を完了した．（従来機に比べて分散𝑉𝑦が約 1/2 に低減：SN 比で 6db
相当の改善）開発活動の期間は直交表の全行を実施するロバストパラメータ設計の約
1/3 である．本技術開発によって実現した製品(2016 年 10 月市場投入)の仕様を従来機
の仕様と比較して表 3.1 に示す．また，製品の概観を図 3.11 に示す．従来製品に比べ
て体積が約 11％まで小型化され，重量も約 16％まで軽量化されている．その一方で，




ている［12-14］.   
 
表 3.1 仕様の比較 
仕様 従来機 開発機 
体積(cm3) 336,238 35,431 
重量(kg) 95 15 







図 3.11 外観イメージの比較（左：従来機 右：開発機） 
 
 
図 3.12 折高さの比較（左：従来機 右：開発機） 
 
３．３ まとめ  
 
 本章では，システム選択段階における新たな開発技法（CS-T 法）を提案した．CS-T
法はロバストパラメータ設計に T 法パートを挿入し，T 法の項目として水準設定でき
ない現象解明のための因子（現象説明因子）を取り上げる．直交表に割付けた制御因子
の水準値に従って作成したサンプルを T 法解析用のサンプルとして，T 法解析を逐次
的に実施する．それによって，解析精度を確保できる必要最小限のサンプル数を判断し
ながら，目的特性と因果関係を持つ現象説明因子を効率的に抽出することが可能となっ
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４章 CS-T 法とグラフィカルモデリングの融合   
 
 ３章では目的特性のロバストパラメータ設計の課題を解決する技術開発技法として，
CS-T 法を提案し，その効果を事例で検証した．本章では CS-T 法の改良技法である CS-
TG(CS-T with Graphical Modeling)法を提案し，その効果を事例によって検証する．
CS-TG 法は CS-T 法と Graphical Modeling（以下 GM と呼ぶ）を融合した技法である



















TCFs(Technological Control Factors) と呼び，𝑎 𝑏 𝑐  表記することにする．CS-TG 法
の目的は， 
  TCFs (𝑎 𝑏 𝑐  ) ⇒ EEFs (現象説明因子 1  2  3  ) ⇒ 目的特性 
の因果構造を明らかにすることである．ここで，TCFs に対して，センシングデータや
物性値等の現象説明因子を EEFs (Effective Explanation Factors)と呼ぶことにする． 
 
４． １ CS-TG 法の解析方法 ［5］ 
 






ここで，CS-T 法パートの解析方法は 3 章と同様である．（詳細は Appendix.2 参照）CS-








図 4.1 CS-TG 法の解析方法 
 
 









































の望小特性の SN 比を目的特性とした．望小特性の SN 比を(4.1)式に示す． 
 
𝜂𝑦 = 10𝑙𝑜𝑔10(1 𝑦⁄ )
2    (db)      (4.1)    
 














し，それらを T 法パートに追加してトータルな因果構造を解析することも可能である． 
 
 







表 4.1 現像モジュール開発で取り上げた現象説明因子 EEFs と技術的制御因子 TCFs 
Candidate Effective Explanation Factors (EEFs) 
Particle Velocity Temperature Torque 
X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 
Technological Control Factors 








たり前品質のマージン）この問題に解決の方向性を与えることも CS-T 法あるいは CS-
TG 法を活用する目的である．それについては７章で述べる． 
 
４．２．２ CS-TG 法の解析結果   
 図 4.1 の CS-TG 法における CS-T パートの解析結果を図 4.3 に示す．なお，本事例
ではロバストパラメータ設計の解析結果と CS-TG 法の解析結果を比較するために直交





値が上昇し，その後は 18 行まで約 80%と高い値を維持している．一方，寄与率𝜌𝑋は 5
行目の実施で現象説明因子" 1"と TCF”𝑏”が検出されている．この２つの因子の検出が，
図 4.3(a)の 6 行目の実施において現象説明率𝑅2の値が上昇した要因である．その後 7 行







(a)                                      (b)  
     図 4.3  現像モジュール開発における CS-T パートの実施行依存の結果 
   (a)現象説明率の実施行依存   (b)寄与率の実施行依存  
 
 図 4.4(a)には全 18 行を実施した後の項目選択結果，図 4.4(b)には現象説明率の散布
図を示す．図 4.4(a)より２つの現象説明因子” 1  2”及び１つの TCF”𝑏”が検出されてい














(a)                                      (b) 
   図 4.4  現像モジュール開発における CS-T パートの 18 行実施後の解析結果 































次に図 4.1 の GM パートの解析結果を説明する．CS-T パートで検出した１つの
TCF”𝑏”，２つの現象説明因子” 1  2”，目的特性𝜂𝑦の４つ因子間の因果構造を明らかに
するために GM の解析を実施する．表 4.2 にこれら４つの因子を対象に，18 個の値を
用いて得られた偏相関係数行列を示す［1］．表 4.2 において偏相関係数が 0.4 以上のも
のが因果関係を持つと判断すると，無向グラフは， 
 𝑏 −  1 −  2 − 𝜂𝑦 
となる．因果関係の向きは，TCF⇒現象説明因子⇒目的特性なので有向グラフは， 
 𝑏 →  1 →  2 → 𝜂𝑦 
となる． 
 
表 4.2 検出された 3 つの因子と目的特性による偏相関係数行列 
  1  2 𝑏 𝜂𝑦 
 1  0.409 -0.662 0.167 
 2 0.409  -0.048 0.445 
𝑏 -0.662 -0.048  -0.160 
𝜂𝑦 0.167 0.445 -0.160  
 
この因果構造は，TCF”𝑏”の水準が変化することにより，現象説明因子の 1 つである










(a)                              (b) 












施行依存を示す． 1 − 𝑏の偏相関係数の値は 7 行実施から 18 行実施までほぼ一定の値
を維持しているが， 1 −  2の値は 7 行実施から 12 行実施まで増加傾向を示し， 2 − 𝜂𝑦
の値は 7 行実施から 12 行実施まで低下傾向を示している．そして,  12 行実施から最
後の 18 行実施まで 3 つの値とも 0.4 程度以上の値を維持している．よって，以下の 3
つの指標ともに，5 行以上有意な値が得られた時点で十分な精度が得られたと判断する
場合，現象説明率𝑅2，寄与率𝜌𝑋の実施行依存からは 11 行での打ち切り可能と判断でき
るが（図 4.3），偏相関係数の値を判断に加えると 17 行の実施で打ち切り可能と判断さ
れる．この結果は，偏相関係数を精度よく算出するためには，求める因子数（4 個）に
対して約 4 倍（17 個）のサンプルが必要ということを示している． 
 
 
















































本章では CS-T 法を拡張した技法である CS-TG 法を提案し，その有効性を電子写真
エンジンの現像モジュール開発への活用によって検証した．CS-TG 法は CS-T 法によ
って検出された現象説明因子が多数の場合，あるいはセンシングデータや物性値等の現
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５章 AI 自動最適化ツールと CS-T 法の連携   
 


















































































(a)                                    (b) 
図 6.1 機能性評価及び従来の制御設計(a)と CS-TC 法による制御設計(b)の比較 
 
CS-TC 法の実施ステップは 4 つからなる．以下に各ステップについて説明する． 
 
ステップ１ クラスター分析による互換性誤差因子の水準数の決定 









ステップ２ CS-T 法による推定式の定義 
 図 6.2 に CS-TC 法における CS-T 法の実験計画を示す．技術開発段階で活用する CS-










ることは CS-TC 法でも共通である．CS-TC 法では T 法パートを説明因子パートと呼
ぶことにする．誤差因子の水準が変化することによる目的特性の変化を説明する因子を
解析対象にするという意味である．このように，CS-TC 法の 3 つのパートの因子の意
味は CS-T 法とは異なるが，その解析方法は CS-T 法と同じである．（Appendix 2 参照）
















ステップ 2 の CS-T 法の解析から得られた推定式を使って，全ての互換性誤差因子の
水準について目的特性の推定値を算出する．これを制御設計のデータベースとして利用



















N O P ・・・
T法パート
【現象説明因子を計測】


















図 6.3 精密用紙搬送モジュールのイメージ 
 
図 6.4 精密用紙搬送モジュールの目的機能 
 
６．２．１ クラスター分析の結果（ステップ１） 
 用紙物性を現象説明因子  として，既に計測済みでデータベースにストックされてい
た 26 個の用紙物性を選択し，130 種類の用紙を対象にクラスター分析を実施した．こ
の結果から網羅性を維持しながら用紙種類を削減することを目指して 11 種類の用紙を



























表 6.1 クラスター分析のデータ 
 
６．２．２ CS-T 法の解析結果と推定式（ステップ 2） 
 図 6.2 に示した CS-T 法の水準変更パートに，ステップ 1 で抽出した 11 種類の用紙
（誤差因子 N）と用紙の吸湿有無(誤差因子 O)を 2 元配置で割り付け，22 種類の条件
を設定した．因果関係把握の精度を確保するために現象説明因子  を 31 個に増やし，
説明因子パートに割り付けた．用紙物性は透気度，紙面 pH，密度等である．目的特性
は図 6.4 で示した目的機能の特徴を代表する指標である係数𝛽とする．CS-T 法の実験
計画を表 6.2 に示す．次に説明因子パートの T 法解析から得られた結果を示す．図 6.5
の散布図より，計測された𝛽と現象説明因子 Xi による T 法の推定式， 
 
?̂? = 𝑏0 + 𝑏1 1 + 𝑏2 2 + + 𝑏𝑘 𝑘 𝑘 = 31 (6.2)   
 
から得られる推定値?̂?の相関係数の 2 乗𝑅2(現象説明率)は 0.84 と十分に高いことがわ
かる．現象説明率の値が高いことは十分な精度で因果関係を把握できていることを示し
ている．目的特性𝛽と因果関係を持つ現象説明因子  を抽出するための項目選択を実施




表 6.2  用紙制御のための CS-T 法の実験計画 







Assign the cluster number
to each paper
N O X 1 X 2 … X 31 β
N1 O1 β 1.1
O2 β 1.2
N2 O1 β 2.1
O2 β 2.2






図 6.5  𝛽と?̂?の散布図    
 
               Paper Properties  
     図 6.6  項目選択結果  
 
６．２．３ 目的特性の推定値の算出結果（ステップ 3） 
本事例では図 6.6の項目選択の解析結果から検出された現象説明因子  のみを使った
T 法の推定式を利用して，各用紙の最適制御値（モータ回転速度）を推定した．具体的
にはステップ 2 で抽出された４つの現象説明因子（用紙物性） 1,   11,   12,   27の値か
ら以下の推定式を使って各用紙の図 6.4 の目的機能の式の推定値?̂?を求める［6］．推定
値?̂?についてもステップ 2 を実施し，T 法の推定式を求める． 
 
?̂? = 0.0002 1 + 0.0172 11 − 0.0004 12 + 0.0006 27 − 0.02795   (6.3)                         
 
?̂? = 5.1 × 10−8 10
 
 − 0.0012 14 − 0.00099 27 − 0.0077      (6.4)    
 

















































































































































合，表 6.3 の結果を設計段階や市場でのモーター速度の設定に利用することができる． 
 










ステップ１で定義した 11 個のクラスターの中の 5 個のクラスターから，ステップ１
で選択した用紙以外の用紙を選択し，図 6.4 の目的機能の評価を実施し，トルク差がゼ
ロとなるモーター回転速度𝑀を求めた．ステップ 3 で算出した推定値?̂?との比較結果を






Paper ?̂? ?̂? ?̂? 
001 -0.0236 -0.0101 -0.43 
002 -0.0313 -0.0067 -0.21 
： ： ： ： 
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［5］田口玄一：「品質工学講座 1 開発設計段階の品質工学」，日本規格協会，(1988) 































Quality Engineering-based Management (QEM)の提案  
 
 第７章では，複数のサブシステムからなる複合システムを技術開発段階において全体


































































ことができる．それが CS-T 法を活用する第 2 の目的であることも示した． 
 



























































２） QEM と QFD の融合による魅力品質を実現するマネジメント技法の確立 





























者が自律的に創造性を発揮するために TRIZ，Pugh，公理設計等の技法と CS-T 法を融
合することが有効と考える．これには 2 つのアプローチが考えられる．1 つ目は形のな
いところから TRIZ によってシステムの構造を考案し，それを初期システム案と位置付


















































































































Appendix 1 標準偏差を含む動特性の SN 比の計算方法 
 
 表 2.3 の直交表 L9 と L4 の直積配置の各組み合わせ条件(9×4=36)での平均値の計測
値を?̅?  ，標準偏差の計測値を𝜎  とする．そのイメージを図 A1.1 に示す．ここで𝑦  𝑘の
3 つの添え字は，L9(𝑖 = 1   9)，L4(𝑗 = 1   4)，𝑇𝑘(𝑘 = 1 2)である。また直交表 L9の
9 条件の中の信号因子 M の水準を𝑙と表記し，𝑀 (𝑙 = 1 2 3)とする． 
 
図 A1.1 ばらつき±σを誤差因子 T によって変化した出力値とする方法 
 




で各信号因子水準でのトータルの繰り返しの水準を改めてℎ = 1   24と表記した． 
有効序数 
 









𝐿 =  𝐼=1
3  ℎ=1









2 + + 𝑦3.24
















































Appendix 2  CS-T 法の解析方法 
 
品質工学には複数の多変量解析手法がある，その中の一つが T 法であり，さらに T
法にも複数の手法がある．CS-T 法はその中の Ta 法を利用する．Ta 法は推定精度の向










明する．以下では Step に分けて Ta 法の解析から現象説明率𝑅2及び現象説明因子の寄
与率に相当するΔSN 比の算出までを説明するが，実際の作業が必要なのは Step.1 の
表 1 の作成みであり，それ以降は全てソフトで自動的に算出する． 
 
Step.1 データベース作成  
T 法や重回帰分析等の多変量解析を実施するために共通のデータベースを表 A2.1 に
示す．ここで  が各現象説明因子である．CS-T 法における現象説明因子は一般の多変
量の項目に対応する．現象説明因子の総数は𝑘個とする．サンプル数を𝑛個として，サン
プル番号を示す添え字を𝑗とすると，   が各サンプルの現象説明因子の値とる．ここで
は目的特性を𝑌 記す．直交表実験では割り付け可能な因子の数は列数で制限されるが，



































Step.2  データの基準点変換 




  𝑥  =    −  ̅        (A2.1) 
 








     (A2.3) 
 









表 A2.2 基準点変換したデータベース 












  ?̂? = 𝑓(𝑥1  𝑥2    𝑥𝑘 )   (A2.5) 
 
をどのように定義するかを以下に説明する．ある一つの現象説明因子  のデータ列と目




















明因子の値を縦軸にとってプロットする．真値𝑦 と現象説明因子𝑥  の関係は最小二乗法
によって算出された係数𝛽 を使って，𝑥  = 𝛽 𝑦 と定義する．この係数𝛽 を使った、 
 
  𝑦 =
𝑥𝑖𝑗
𝛽𝑖
    (A2.6) 
 
という関係式から, 現象説明因子𝑥  を使って、目的特性𝑦 の値を推定するというのが T




が T 法及び Ta 法の特徴である．その重みは，図 A2.1 の散布図の相関性が高ければ高
いほど１に近い値となり，相関性が低ければ低いほどゼロに近い値に設定する．その重
み付けの値の算出に個別 SN 比𝜂を利用する． 
 
 
図 A2.1 目的特性と現象説明因子の値の散布図 
 
n 個の現象説明因子毎に係数𝛽と個別 SN 比𝜂を算出する方法を説明する．係数𝛽は以
下のように最小 2 乗法から求める． 
 
 𝑟 = 𝑦1
2 + 𝑦2
2 + + 𝑦𝑛
2    (A2.7) 
 
  𝐿 = 𝑥 1𝑦1 + 𝑥 2𝑦2 + + 𝑥 𝑛𝑦𝑛  (A2.8) 
 
  𝛽 =
𝐿𝑖
𝑟
       (A2.9)  
 
個別 SN 比𝜂は以下のように算出する．基準点変換をしているので，下記の式は 1 次式
















     𝑆𝑇 = 𝑥 1
2 + 𝑥 2
2 + + 𝑥 𝑛
2       (A2.10) 
 




       (A2.11) 
 
      𝑆𝑒 = 𝑆𝑇 − 𝑆𝛽    (A2.12) 
 
      𝑉𝑒 =
𝑆𝑒𝑖
𝑛−1
     (A2.13) 
 




     (A2.14) 
 
以上の計算結果を表 A2.3 のように整理する． 
 











表 A2.3 の各行の 𝑘個の現象説明因子の値を使って，各行の目的特性の推定値?̂? を以
下の式により算出する． 
 











      (A2.15) 
 
































   (A2.16) 
     
 この重み付けによって、図 A2.1 の相関が低い（個別 SN 比が低い）現象説明因子の
係数𝛽 は推定に使用する寄与を小さくし，相関の高い（SN 比が高い）現象説明因子の
係数𝛽 の寄与を大きくして推定精度を向上させる．各行の推定値を算出した結果のデー
タベースのイメージを表 A2.4 に示す． 
 









Step5 現象説明率の算出  
表 A2.４の n 個の𝑦 と?̂? の値の相関の良し悪しから総合推定の精度（現象説明率）を計
算する．そのデータセットが表 A2.5 である．そのイメージを図 A2.2 に示した． 
 










図 A2.2 現象説明率を計算するデータのイメージ 
 
表 A2.5 から現象説明率（相関係数の 2 乗）を以下のように算出する． 
 
    𝑟 = 𝑦1
2 + 𝑦2
2 + + 𝑦𝑛















































   𝐿 = 𝑦1?̂?1 + 𝑦2?̂?2 + + 𝑦𝑛?̂?𝑛   (A2.18) 
 
  𝑆𝑇 = ?̂?1
2 + ?̂?2
2 + + ?̂?𝑛
2    (A2.19) 
 
    𝑆𝛽 =
𝐿2
𝑟
     (A2.20) 
 
    現象説明率 𝑅2 =
𝑆𝛽
𝑆𝑇
      0 < 𝑅2 < 1     (A2.21) 
 






?̂? の推定式(A2.15)に使う場合を第 1 水準，使わない場合を第 2 水準として，2 水準系の
直交表に割り付けることによって実施する．直交表の解析は各行毎の現象説明率を算出
することによって実施することも可能であるが，加法性を得るために現象説明率ではな
く，以下に示す総合推定 SN 比を用いる． 
 
  𝜂𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = 10𝐿𝑜𝑔 (
𝑆𝛽
𝑆𝑒
)   (db)      (A2.22) 
  
ここで，𝑆𝑒 = 𝑆𝑇 − 𝑆𝛽である．現象説明因子  を推定に使うか使わないかを水準として，
直交表 L8に割り付けて各行の総合推定 SN 比を計算したイメージを表 A2.6 に示す．こ
こではわかりやすい例として直交表 L8 を示したが，現象説明因子  の数が多ければ，
それに応じて大きな直交表を使用する． 
 
表 A2.6 現象説明因子の直交表 L8への割り付け 
 
 
実験№ Ｘ１ Ｘ２ Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６ Ｘ７ 総合推定ＳＮ比
1 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う ηtotal-1
2 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使わない ηtotal-2
3 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない ηtotal-3
4 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使う ηtotal-4
5 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない ηtotal-5
6 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使う ηtotal-6
7 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う ηtotal-7




表 A2.6 のように，各行の総合推定 SN 比の計算結果が得られた後は，要因効果図を
描き，目的特性の推定精度を改善する効果が大きい現象説明因子を抽出する．（項目選
択と呼ぶ）要因効果図のイメージを図 A2.3 に示す．ここで，第１水準（推定に用いる
場合）の𝜂𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙の水準平均値と,  第２水準（用いない場合）の𝜂𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙の差（ΔSN 比）が
大きい現象説明因子が，総合推定 SN 比（推定精度）を改善する効果が大きい現象説明
因子ということであることから，その現象説明因子が目的特性と因果関係を持つと判断











































Appendix 3 現像モジュール開発におけるロバストパラメータ設計の結果 
 






Appendix 4 14 個全ての因子から求めた偏相関係数行列 
 
14 個全ての因子を対象に，18 個のデータから得られた偏相関係数行列を示す．CS-
TG 法で対象とした６個の組み合わせ（青色部）の値は CS-TG 法の結果とはまったく
異なる．また，他の因子組み合わせを見ると多くの組み合わせで 0.35 を超える値とな
っている．これらの組み合わせをから描いたグラフは解釈不能な複雑となるはずである．




X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 a b c d ηy
X1 0.939 0.984 0.502 0.038 0.193 -0.772 0.654 -0.003 0.245 -0.444 0.647 0.566 0.511
X2 0.939 -0.898 -0.624 0.099 -0.008 0.636 -0.457 0.254 -0.478 0.450 -0.620 -0.671 -0.283
X3 0.984 -0.898 -0.453 -0.102 -0.274 0.819 -0.733 -0.086 -0.157 0.343 -0.679 -0.533 -0.546
X4 0.502 -0.624 -0.453 0.423 0.455 0.234 0.005 0.655 -0.763 0.246 -0.391 -0.748 -0.113
X5 0.038 0.099 -0.102 0.423 -0.683 0.359 -0.440 -0.527 0.454 -0.174 -0.396 0.061 -0.036
X6 0.193 -0.008 -0.274 0.455 -0.683 0.470 -0.540 -0.750 0.629 0.067 -0.415 -0.024 -0.090
X7 -0.772 0.636 0.819 0.234 0.359 0.470 0.920 0.264 -0.039 -0.198 0.768 0.394 0.494
X8 0.654 -0.457 -0.733 0.005 -0.440 -0.540 0.920 -0.436 0.267 0.018 -0.634 -0.155 -0.612
X9 -0.003 0.254 -0.086 0.655 -0.527 -0.750 0.264 -0.436 0.934 -0.152 0.007 0.426 -0.265
a 0.245 -0.478 -0.157 -0.763 0.454 0.629 -0.039 0.267 0.934 0.217 -0.172 -0.552 0.175
b -0.444 0.450 0.343 0.246 -0.174 0.067 -0.198 0.018 -0.152 0.217 0.253 0.511 -0.149
c 0.647 -0.620 -0.679 -0.391 -0.396 -0.415 0.768 -0.634 0.007 -0.172 0.253 -0.659 -0.147
d 0.566 -0.671 -0.533 -0.748 0.061 -0.024 0.394 -0.155 0.426 -0.552 0.511 -0.659 0.048
ηy 0.511 -0.283 -0.546 -0.113 -0.036 -0.090 0.494 -0.612 -0.265 0.175 -0.149 -0.147 0.048
